
１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）　職員の採用・退職の状況（平成２７年４月２日から平成２８年４月１日） （単位：人）

職種

一般事務・技術職

研究職

医師・歯科医師

薬剤師・医療技術職

看護・保健職

保育士・幼稚園教諭

消防職

技能労務職

合計
１  職員数には特別職、教育長及び短時間勤務の再任用職員は含めません。

　 　　 ２  （　）は再任用職員（常勤）の人数です。
       ３　在職中の職員5人が技能労務職から医療技術職に変更したため、H28.4.1現在の人数がそ

れぞれ5人減、5人増となっています。

（２）　事由別退職者数（平成２７年４月２日から平成２８年４月１日） （単位：人）

（単位：人）

（注）　職員数は一般職に属する職員数（教育長を除く。）であり、地方公務員の身分を保有する休職
者などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。

（３）　職員数の状況(平成２８年４月１日現在)
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8.6

18.3

25.0130

45

95

主任助産師、主任看護師及び主任介護福祉士の職務

助産師長及び看護師長の職務

看護部長及び副看護部長の職務

合　　　　計

合　　　　計

級別基準職務表に規定する基準となる職務

級別基準職務表に規定する基準となる職務

級別基準職務表に規定する基準となる職務

薬剤師及び医療関係技師の職務

高度の知識経験を必要とする業務を行う薬剤師及び医
療関係技師の職務

行政職給料表（１）　

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

級別基準職務表に規定する基準となる職務

１級

２級

准看護師及び介護福祉士の職務

助産師、看護師並びに相当な知識経験を必要とする准
看護師及び介護福祉士の職務

医療職給料表（３）

職務
の級

４級には再任用職員１人を含みます。

５級

６級

３級

４級

高度の知識経験を必要とする業務を行う助産師、看護
師、准看護師及び介護福祉士の職務

62 36.3

17

合　　　　計

5 2.9

72

３級

４級

12 19.7

7 11.5

主任薬剤師及び医療関係主任技師の職務

薬局長及び医療関係技師長の職務

１級

２級

医療職給料表（２）

職務
の級

１級

２級

医師の職務

院長、副院長及び高度の経験を必要とする医師の職務

職務
の級

合　計

（人） （％）

17 56.7

医療職給料表（１）

定型的な業務を行う職務

主査の職務

７級 部長の職務

合　　　　計

５級

６級

課長補佐の職務

課長の職務

３級

４級 係長の職務

１級

２級

職務
の級 （人）

　　　(注)　 特別職、技能労務職、臨時又は非常勤職員を除いています。

5級には再任用職員8人を含みます。

（４）級別の職員数(平成28年4月1日現在)



２　職員の競争試験及び選考の状況
　平成２７年度中に実施した職員採用試験の状況

（単位：人、倍）

３　職員の給与の状況
○　総括

（１）　人件費の状況(普通会計決算）

人件費率 （参考）

（年度末） Ａ Ｂ （Ｂ／Ａ）

28.3.31

（注）　人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

（２）　職員給与費の状況（普通会計予算）

与費

（Ｂ／Ａ）

（注）　１　この表は病院、水道など企業会計と特別会計を除いた職員給与費です。

　　　　２　職員手当は児童手当及び退職手当を含んでいません。

　　　　３　給与費は当初予算に計上された額です。

（３）　ラスパイレス指数の状況

（注） １　ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を表す

　指数です。

　　　　２　「参考値」は国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置がないとした場合の

　値です。

　全国市平均 106.6
（参考値　98.5）

98.6 98.7
（指定都市を除く）　

10 10

　土岐市
105.7

（参考値　97.6）
97.8 96.9

3.7

一般事務職

一般技術職

1.53視能訓練士 3 2

8

11

区　分 ２５年度 ２６年度 ２７年度

1.0

１人当たり給

千円

5,427

看護師

1

期末・勤勉手当

千円

670,348 2,811,261

給　　与　　費

計　　Ｂ

千円

給料

千円

1,803,785

職員手当

千円

337,128
２８年度

区　分

518

人

Ａ

職員数

832,733

千円

19,360,066

人件費実質収支歳出額

千円

17.820.0

26年度の人件費率

千円

3,879,918

％ ％

申込者数

42

8

12

競争率（ａ/ｂ）合格者数（ｂ）受験者数（ａ）

36

7

3

4.5

職　　　種

人

住民基本台帳人口

59,634
２７年度

区　分

看護助手

合計

介護福祉士

2.6128 115 44

1.19

1 1 1.0

10

35 10 3.5

消防職 9 9 2 4.5

保育士・幼稚園教諭 39

薬剤師 1 0 0 ―

作業療法士 2 2 1 2.0



○　職員の平均給与額、初任給等の状況

（１）　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成２８年４月１日現在）

円 円 円 円

歳

（２）　職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在）

（３）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２８年４月１日現在）

１　経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいい、
  採用前に職歴がある場合は、その年数を含みます。

　　　　２　それぞれの学歴区分で、該当する経験年数の職員がいない場合は、想定される標準的な
  給料月額を記載しています。

（４）一般行政職の級別職員数の状況（平成２８年４月１日現在）

人 人 人 人 人 人 人 人

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

（注）　１　標準的な職務内容とは、それぞれの等級に該当する代表的な補職名です。
　　　　２　再任用職員（常勤）を含みます。

（５）　職員手当の状況

職制上の段階、職務の等級による加算措置　有

（注） （　）内は再任用職員

2.6 (1.45) 月分 1.6 (0.75) 月分

月分

１２月期 1.375 (0.8) 月分 0.85 (0.40) 月分

266

100

100

9.8 13.2 6.4

13.8

区　　　分 経験年数１０年

一般行政職 技能労務職

144,600

188,600

153,000

経験年数２０年

円

円

歳40.4

平均給料月額 平均給与月額 平均給料月額 平均給与月額平均年齢

372,900 263,700308,500 48.0318,000

306,600

期末手当 勤勉手当

１級 ２級

円

306,600

６月期 1.225 (0.65) 月分 0.75 (0.35)

5.8

1733

17.3 25.8 9.2

職員 職員 主査 係長

円円 257,800

部長標準的な職務内容

職 員 数

３級

一般行政職
大学卒

高校卒 218,100

（注）
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区 分

平均年齢

100

12.4

22.3 26.2 10.8

16.5 5.4

14.2

16.2

27.8

74

256,100

採用２年経過日

26

４級 ６級 ７級

計

338,000

一般行政職

区　　　分

高校卒

大学卒 176,700

円

決定初任給

土　　　　岐　　　　市

給　 　料　 　額

経験年数１５年

35

円

課長

63

円

５級

課長
補佐

円円

期末手当
勤勉手当

（平成２７年度
支給割合）

参
考 5年前の構成比

1年前の構成比

6.8

9.6

構 成 比

6.9

計

23.7



千円

千円

　配偶者

　扶養親族である子等

5,000円加算

　家賃を払っている職員 円以内

　交通機関を利用して通勤する職員

　自動車等交通用具を利用して通勤する職員 （使用距離に応じ）　24,500 円以内

（６）　特別職の報酬等の状況（平成２８年４月１日現在）

月分

月分

月分

月分

月分

月分

（算定方式） 給料月額×５００／１００×在職年数

（算定方式） 給料月額×３００／１００×在職年数

退
職
手
当

報
酬

議 長 464,000

市 長

副 市 長

円

副 議 長 428,000 円

議 員 393,000 円

2.200

副 市 長 725,000 円
計　 4.15

区　　　　分 月　　　　　額 期 末 手 当 （ 平 成 ２ ７ 年 度 支 給 割 合 ）

給
料

市 長 870,000 円
６月期 1.950

１２月期

計　 4.15

６月期 1.950

１２月期 2.200

住居手当 27,000

通勤手当
55,000 円以内

自己都合

支給額の多い手当

多くの職員に支給
されている手当

特殊勤務手当
（平成２７度）

医師手当を除く
病院手当

637

定　　　年 19,842

１人当たり平均支給額
（前年度退職者に支給された平均額）

区　　　分 内　　　　　　　　　　容

6

円

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）

時間外勤務手当

　   定年前早期退職特例措置として、2～45%の加算措置有

扶養手当

13,000 円

6,500 円

　　（配偶者がない場合は、扶養親族である子等のうち１人について11,000円）

　満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子

20.44500 月分 25.55625 月分

49.59000

月分

34.58250

49.59000月分

勧奨・定年

41.32500

最高限度額 月分 月分

月分

勤続３５年

勤続２０年

勤続２５年 月分

（支給率） 自己都合

29.14500

退職手当
（平成２７年度）

特殊作業勤務手当
（し尿、ゴミの収集等）

夜間看護手当

49.59000

％38.5

231,708

代表的な手当の名称

支給対象職員１人当たり平均支給額

職員全体に占める手当支給職員の割合

千円

198,861

295
平成２７年度

千円

職員１人当たり支給年額

支 給 総 額



４　職員の勤務時間その他勤務条件の状況
（１）　勤務時間　１週間当たり３８時間４５分　１日７時間４５分（８時間３０分から１７時１５分まで）

（２）　休憩時間　１２時００分から１３時００分まで

（３）　週休日　土曜日及び日曜日

（４）　その他　病院（診療所、老人保健施設含む）、恵風荘、保育園、環境センター、衛生センタ

ー、図書館、給食センター等に勤務する職員については、所属長が任命権者の承認を得

て勤務時間、休憩時間、週休日を別に定めています。

５　職員の分限及び懲戒処分の状況
（１）　分限処分者数（平成２７年度） （単位：人）

心身の故障

（２）　懲戒処分者等（平成２７年度） （単位：人）

法令違反

非行行為

６　職員の服務の状況
○　営利企業等従事の許可等の状況（平成２７年度）

件 件

７　職員の研修の状況
（１）　職員研修の実施状況（平成２７年度）

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

採用後2年程度の職員

管理職

管理職

係長級職員

女性の係長級職員

消防職

内
部

研
修

10

7

2

8

2

外
　
　
部
　
　
研
　
　
修

プレゼンテーション能力向上講座

女性職員のためのステップアップ講座

災害対応実務講座

課長級職員 6

課長補佐級職員課長補佐級職員研修

課長級職員研修

市
町
村
研
修
セ
ン
タ
ー

主
催
研
修

3

個人情報保護と情報公開講座

メンタルヘルス・ハラスメント防止講座

事例で学ぶリスクマネジメント講座

専門研修（生活保護と自立支援対策） 担当職員 1

ＣＳマインド研修 管理職 10

新規採用職員研修 新規採用職員 28

合　　計 384

　その他の研修 一般～部長級職員 34

専門研修（自治体の自律的な財政運営） 担当職員 1

専門研修（ME養成講座） 担当職員 1

東濃西部広域組合自主研修 一般～主任主査級職員 60

民法講座 採用後3年程度の職員 4

　　上記以外の研修 一般～課長級職員 150

新規採用職員研修 新規採用職員 13

地方自治・地方公務員制度講座 採用後5年程度の職員 11

13

係長級職員研修 係長級職員 11

中堅職員研修 中堅職員 9

研　　修　　名 対　象　者 受講者数

申請件数

1

許可件数

1

1 71

0

4

合計 訓告等

0

0

3

失職降任

戒告 減給 停職 免職

4

職務上の義務違反又は職務怠慢

区　　　分

区　　　分 免職 休職 降級 合計



８　職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）　職員の健康診断の状況（平成２７年度）

年代別健康診断

人

（２）　公務災害の発生状況（平成２７年度）

公務上の災害

通勤による災害

（３）　公平委員会の業務状況（平成２７年度）

　　平成２７年度における公平委員会の業務の状況は次のとおりです。

給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告 件

勤務条件に関する措置の要求 件

不利益処分に関する不服申立て 件

苦情相談 件

　 職員は、土岐市公平委員会に対し、任用、給与、勤務条件等人事管理の全般に関する苦情の

申し出や相談、勤務条件に関し適切な措置を講ずるよう要求することができます。

0

0

0

0 件

業務の内容 該当件数

0

区　　　分 認定件数

16 件

704全職員（医療業務従事
職員の一部を除く。）

（注）

一人あたり市負担額区　　　分 対象者 受診者数

人
6,700 円

人間ドック 86


